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§１．はじめに

近年，都市部で建設されている鉄筋コンクリート造の

超高層住宅は５０階を越え，更に６０階クラスも数棟では

あるが建設予定である．こうした建物の超高層化を可能

にした技術的背景には，旧建設省で推し進められた

NewRC総プロ（昭和６３年より５ヵ年，総合開発プロ

ジェクト「鉄筋コンクリート造建物の超軽量・超高層化

技術の開発」）をはじめとする数々の研究成果であるこ

とは言うまでもない．そして総プロ以降，コンクリート

の高強度技術は更に進み，設計基準強度で１００N/mm２

クラスを使用する建物の建設が可能になっている．

しかし，こうした超高強度材料を用いた部材または架

構の力学性状の把握は，これまで養ってきた普通強度ク

ラスの膨大な実験データに基づく知見に比べれば極めて

少なく，信頼性の高い耐震設計の向上のためには，なお

構造実験によるデータの蓄積が必要である．そこで本研

究では，建物の下層階に適用が想定される設計基準強度

Fc＝１００N/mm２の超高強度コンクリートおよび高強度

鉄筋を使用した柱部材および柱梁接合部の静的加力実験

を実施し，その力学性能を検証した実験結果について述

べる．

§２．実験概要

２－１ 試設計建物

試設計建物の概要を図－１に示す．地上６０階，地下２

階，搭屋２階の建物で基準階の平面形状は，中央に４×

４スパン分の柱がない吹抜け空間を形成している．スパ

ンは６mの８×８スパンで，架構は地上が純ラーメン構

造，地下は耐震壁付きラーメン構造となっている．地上

１～１０階の柱にFc＝１００N/mm２のコンクリートを使用
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本論文は，高さ２００m，地上６０階クラスの超高層RC造住宅プレキャスト構法の開発の一環で実施

された構造実験に関する報告である．建物の下層階に適用が想定される設計基準強度Fc＝１００N/mm２

の超高強度コンクリートおよび高強度鉄筋を使用した柱部材および柱梁接合部の静的加力実験を実施

した．柱部材の実験は，実大の約１／３の縮小モデルとし，せん断補強筋比をパラメータとする実験を

おこなった．柱梁接合部の実験は，実大の約１／２.５の縮小モデルとし，低層部基準階を想定した十字

形およびト形のそれぞれの試験体に対し接合部と梁の耐力比をパラメータとする実験をおこなった．

これらの実験により，超高強度コンクリート（Fc＝１００N/mm２）および高強度鉄筋を使用した柱部材

および柱梁接合部の履歴性状や耐力・変形性能が明らかになり，十分な耐震性能を有することが確認

できた．また，既往の設計式によって構造性能を評価できることを確認した．
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し，柱および梁主筋には SD４９０のD３５～４１を使用し

ている．USD６８５は柱芯鉄筋として一部のみ用いる．

せん断補強筋には高強度の SBPD１２７５を用いる．

２－２ 柱部材実験概要

� 試験体

柱試験体は，試設計建物の低層部基準階中柱を想定し，

内法高さ h＝１１００mm，断面 b×D＝３５０×３５０mm，せん

断スパン比M/QD＝１.６で実大の約１／３の縮小モデルと

して計画した．試験体パラメータとして，せん断補強筋

を試設計レベルに配筋したC２試験体（pw＝０.８％）をも

とに，それより密に配筋したC１試験体（pw＝１.１％），

粗く配筋したC３試験体（pw＝０.５％）とした．柱試験

体の一覧を表－１に示す．表中の曲げ耐力は，コンクリー

トのコンファインド効果を考慮した断面分割法
１）
によ

り，またせん断耐力は靭性保証型耐震設計指針
２）
に示さ

れた式を用いて算定した．表に示されるように，曲げ耐

力とせん断耐力の比であるせん断余裕度が試験体により

異なる．柱試験体の形状・寸法の一例を図－２に示す．

� 加力・計測方法

載荷方法は建研式の加力装置を用い，水平力は２０００

kNのアクチュエータにより正負交番繰り返し漸増載荷

とした．加力は±１／８００，±１／４００は１サイクルとし，

以降２サイクルとした．軸力は５０００kNの油圧ジャッキ

により０.３Ncu（Ncu=σBbD）の定圧縮軸力とした．
測定は，加力点での荷重の他に，水平変位，軸変位，部

材端回転角，主筋および横補強筋の各歪について行った．

２－３ 接合部実験概要

� 接合部試験体

試験体は，サイズを実大の約１／２.５の縮小モデルとし，

試設計建物の低層部基準階を想定した十字形Ｊ１および

ト形Ｊ２の２体と J２試験体をもとに梁の曲げ耐力を上

げることにより接合部パネルへの入力を大きくしたＪ３

試験体，またＪ１に対し柱のコンクリート強度を低く設

定したＪ４の計４体を計画した．接合部試験体の一覧を

表－２に示す．表中の梁の曲げ耐力は断面分割法により

求め，接合部のせん断耐力は靭性保証型耐震設計指針式

により算定した．表に示されるように，各試験体は接合

部と梁の耐力比が異なっている．接合部試験体の形状・

寸法を図－３に示す．試験体の梁は全て，Fc＝５５N/mm２

を使用し，柱梁打ち継ぎ部にシアコッターを設けて，梁

の打設後に柱のコンクリートを打設した．

� 加力・計測方法

載荷装置を図－４に示す．載荷方法は，５０００kN油圧

ジャッキにより柱に所定の軸力を載荷した状態で，柱反

曲点位置はピン支持し，梁反曲点位置をアクチュエータ

先端部とピンで結合させた加力装置により正負交番繰り

返し漸増載荷とした．加力は±１／８００は１サイクルとし，

以降２サイクルとした．計測は，柱反曲点間に取り付け

試 験 体 C１ C２ C３
断面 B×D（mm） ３５０×３５０
内法寸法 h（mm） １１００
設計基準強度Fc １００N/mm２

軸 力 比 ０.３σB

主 筋
SD４９０ １２‐D１９

Pg（％） ２.８１
Pt（％） ０.９４

せん断補強筋
SBPD１２７５
４‐U７.１＠４０

SBPD１２７５
４‐U７.１＠６０

SBPD１２７５
４‐U７.１＠９０

Pw（％） １.１ ０.８ ０.５
曲げ耐力Qm（kN） １０８９
せん断耐力Qs（KN） １５０９ １３９２ １１９６
せん断余裕度Qs/Qm １.４ １.３ １.１

図－１ 試設計建物の概要

図－２ 柱試験体（C１）

図－３ 接合部試験体（J２）

表－１ 柱試験体の一覧
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た変位計測フレームにより，層間変形角，柱・梁の変形

量，接合部パネルのせん断変形量，柱の軸方向変形量，

主筋および横補強筋の各歪について行った．

コンクリートおよび鉄筋の材料試験結果を表－３に示

す．

§３．実験結果

３－１ 柱部材実験結果

� 実験経過

荷重－部材角関係を図－５に，部材角R＝±１／１００，R

＝±２／１００時および最終破壊状況における各試験体の状

況を写真－１に示す．実験経過は，各試験体ともR＝

±０.２５／１００時のピーク付近にて曲げひび割れが発生し

た．R＝±０.７５／１００時に柱脚にて主筋が圧縮降伏し，R

＝±１／１００時にて柱頭柱脚部にコンクリートの曲げせん

断ひび割れおよび圧壊が発生するとともに，主筋に沿っ

たひび割れが多数発生した．圧壊および主筋に沿ったひ

び割れの程度は，せん断余裕度が小さいほど顕著に見ら

れた．R＝±１.５／１００時にC１およびC２は主筋の引張

降伏を向かえると最大耐力に達した．その後，ひび割れ

等が進展するとともにかぶり部分の剥離が柱頭および柱

脚部を中心に反曲点位置付近にまで広がったが，安定し

た履歴性状を示し，R＝±５／１００時においても，正加力

で最大耐力の約８６％および約７６％，負加力で約８５％

および約６６％を保持していた．一方，せん断余裕度が

最も小さいC３は，R＝±０.７５／１００時に主筋が圧縮降伏

するとともに最大耐力に達し，R＝－３／１００時にせん断

補強筋の一部に破断が生じ，最大耐力に対して約６０％

に低下したため，実験を終了した．

� 歪分布

せん断補強筋の歪分布を図－６に示す．図は，各サイ

クルにおける正側の初回ピーク値をプロットした．せん

断補強筋の歪分布は，どの試験体も柱頭柱脚からD／２

以上離れた位置からは一様に分布している形状を示し

た．C１およびC２については，R＝４／１００時において，

降伏は見られなかったが，せん断余裕度を１.１としたC

３では，R＝２／１００時に降伏が確認された．

試 験 体 J１ J２ J３ J４
形 状 十字形 ト形 十字形

スパン×階高（mm） ３０００×１６００ １５００×１６００ ３０００×１６００

梁

梁幅×梁成×梁長（mm） ２４０×３９０×１０００
設計基準強度Fc ５５N/mm２

主 筋（SD４９０） ４‐D１９
Pt＝１.２３％

８‐D１９
Pt＝２.４５％

４‐D１９
Pt＝１.２３％

助 筋（SBPD１２７５） ２‐U７.１＠７０

柱

柱幅×柱成×柱高（mm） ４００×４００×１１３０
設計基準強度Fc １００N/mm２ ７０N/mm２

主 筋（SD４９０） １６‐D１９ Pt＝０.９０％
芯鉄筋（USD６８５） － ４‐D１９ －
帯 筋（SBPD１２７５） ４‐U７.１＠５０ Pw＝０.８０％
軸力比 ０.２（０.２σB）

接合部
帯 筋（SBPD１２７５） ２‐U７.１＠５０ Pw＝０.４０％
定着法 通し プレートナット 通し

計算値
（kN）

最大層せん断力Qm ２９１ １４６ ２６３ ２９１
Qm時接合部せん断力Vj １０１１ ５０６ １０９５ １０１１
接合部せん断ひび割れQc １０７８ ８２３
接合部最大耐力Qj ２１４６ １４９９ １４９９ １６７６
耐力比Qj/Vj ２.１ ３.０ １.４ １.７

鉄 筋 試験体 降伏点
（N/mm２）

弾性係数
（kN/mm２）

降伏歪
×１０－６µ

引張強さ
（N/mm２）

SD４９０
全共通

５２９ １８７ ２９９０ ５７１
USD６８５ ７６４ １８９ ４４６０ ８１２
SBPD１２７５ １３８９ １９６ ７１２０ １４１８

コンクリート 試験体 圧縮強度
（N/mm２）

弾性係数
（kN/mm２）

圧縮強度時歪
×１０－６µ ポアソン比

Fc５５ J１J２J３ ５７.８ ３３.９ ２７４７ ０.１９３
Fc５５ J４ ５１.０ ３４.７ ２１１４ ０.１８３
Fc７０ J４ ６５.０ ３８.２ ２４３３ ０.２１１
Fc１００ C１C２C３ １０８.０ ４６.３ ３０９８ ０.２０１
Fc１００ J１J２J３ ９８.３ ４５.０ ２８９８ ０.２１９

図－４ 接合部載荷装置

表－２ 接合部試験体の一覧

表－３ 材料試験結果

図－５ 荷重－部材角関係
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３－２接合部実験結果

� 実験経過

層せん断力－層間変形角関係を図－７に，層間変形角

R＝±２／１００時における各試験体のひび割れ状況を図－８

に示す．実験経過は，試設計断面の十字形接合部 J１お

よびト形接合部 J２では R＝±０.２５／１００時に梁曲げひび

割れが発生した．R＝±１／１００時にて梁せん断ひび割れ

が発生し，ピーク近傍にて梁端部で主筋が降伏した．そ

の後も柱および接合部にはひび割れ等はほとんど見られ

ず，梁部材のひび割れ等が進展し，R＝±４／１００ピーク

時に最大耐力に達した．一方，梁主筋を２段配筋とした

ト形接合部 J３は，R＝＋２／１００（－３／１００）ピーク時に

最大耐力に達した．その後，各試験体ともR＝±５／１００

時にて梁端部のかぶり部分の剥離が生じたが，最大耐力

の低下はほとんど見られなかった．J１に対して柱のコ

ンクリート強度を小さくした J４は R＝±２／１００時に接

合部にせん断ひびわれが発生した．また，R＝＋２／１００

に向かうサイクルで最大耐力に達するとR＝±３／１００ま

では荷重を維持したがその後のサイクルでは耐力が下が

り，最終のR＝±５／１００時では最大耐力に対し６６％ま

で低下した．

（R＝－１／１００） （R＝－２／１００） （R＝－５／１００）

C１試験体

（R＝－１／１００） （R＝－２／１００） （R＝－５／１００）

C２試験体

図－６ せん断補強筋の歪分布

（R＝－１／１００） （R＝－２／１００） （R＝＋３／１００）

C３試験体

写真－１ 破壊進展状況

図－８ ひび割れ状況（R＝２／１００）図－７ 層せん断力－層間変形角関係
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� 歪分布

梁主筋の歪分布を図－９に示す．図は，各サイクルに

おける正側の初回ピーク値をプロットした．２段筋の場

合は外側の鉄筋のデータである．通し配筋としている十

字形試験体の J１および J４は R＝２／１００で引張り側が

完全に降伏していても，反対側は圧縮を保持していて，

良好な付着性状を示している．プレートナット定着とし

ているト形試験体 J２および J３は，R＝５／１００の大変形

時においてもプレートナット付近の歪は１０００μ程度で

あり，良好な付着性能を発揮しているのがわかる．J４

は，R＝４／１００以降接合部内の歪が一様に引っ張られ

（２０００μ程度），付着劣化が生じたために大きな耐力低下

が見られた．

§４．各設計式との比較

実験値と計算値の比較を表－４に示す．計算値は日本

建築センターの多段配筋略算式，ACI のストレスブロッ

ク法および断面分割法により求めた．柱部材の比較にお

いて曲げ終局強度は，多段配筋略算式
３）
では０.８４～０.９９，

ACI ストレスブロック法では０.９１～１.０５，断面分割法

では０.８８～１.０３であり，略算式では耐力をやや高めに

評価するが，概ねどの計算手法も実験値とよく一致して

いる．一方，接合部の比較において断面分割法では耐力

を若干低めに評価するが，どの計算手法も実験値とよく

一致している．

試設計断面を模擬した J１，J２試験体の層せん断力

－層間変形角関係の復元力特性について，各設計式（初

期剛性，曲げひび割れモーメント，降伏点剛性低下率，

鉄筋降伏）により求めたトリリニアカーブと比較して図

－１０に示す．ここで，初期剛性，曲げひび割れモーメ

ント，降伏点剛性低下率については下記により算出した．

また，鉄筋降伏の算定は，断面分割法により算出した．

なお，トリリニアカーブの二次，三次剛性については実

験の結果を鑑み，接合部は剛と仮定し，柱についても，

剛性低下がないものとして算出した．いずれの試験体に

ついても，各設計式より求めたトリリニアカーブは，実

験のスケルトンカーブとよく合致している．

・架構の剛性

K＝
１

１／KB
＋
１

１／KC

ここで，

K：架構の剛性（N/mm）

KB：梁の剛性（N/mm）

KC：柱の剛性（N/mm）

・ヤング係数

コンクリートのヤング係数
４）
は NewRC提案式を用い

た．

E＝K×１０４×
�
�
�

γ
２４

�
�
�

２

×
�
�
�

σK

６０

�
�
�

１３

（２１≦Fc≦１００）

ここで，

Fc：コンクリートの設計基準強度（N/mm
２）

σK：構造体コンクリート強度の平均的な推定値で，施

工管理の実績に基づいて定める（N/mm２）

γ：単位容積重量（kN/m３）
K：K＝k１×k２×３.３５ k１，k２は粗骨材および混和材の

種類により定まる修正係数

試 験 体 C１ C２ C３ J１ J２ J３ J４

軸 力 比 N/N０ ０.２６ ０.２８ ０.２７ －

曲げひびわれ（kN）
実験値 eQmc ４７６ ５９４ ５７９ ４３ １９ ２８ ４４

計算値 cQmc ５３９ ５４１ ５４２ ３６ １８ ２１ ３０

最大耐力
（kN）

実 験 値＊ 実験値
eQmax

正側 １１４０ １０８５ １０７１ ３３１ １６８ ２８０ ３１３

負側 －１１５６ －１１１９ －１００３ －３３１ －１７４ －２９０ －３１３

略 算 式

計算値 cQmax １１６９ １２０８ １１８９ ２７９ １４０ ２５９ ２７９

eQmax/
cQmax

正側 ０.９８ ０.９０ ０.９０ １.１９ １.２０ １.０８ １.１２

負側 －０.９９ －０.９３ －０.８４ －１.１９ －１.２４ －１.１２ －１.１２

ス ト レ ス
ブロック法

計算値 cQmax １０８６ １１１１ １０９９ ２９５ １４８ ２６７ ２９４

eQmax/
cQmax

正側 １.０５ ０.９８ ０.９７ １.１２ １.１４ １.０５ １.０６

負側 －１.０６ －１.０１ －０.９１ －１.１２ －１.１８ －１.０９ －１.０６

断面分割法＊＊

計算値 cQmax １１２６ １１４６ １１３９ ２７４ １３７ ２５０ ２９１

eQmax/
cQmax

正側 １.０１ ０.９５ ０.９４ １.２１ １.２３ １.１２ １.０８

負側 －１.０３ －０.９８ －０.８８ －１.２１ －１.２７ －１.１６ －１.０８

図－９ 梁主筋の歪分布

表－４ 実験値と計算値の比較
＊柱 試 験 体 の eQmax は P-δ
効果補正値，接合部試験体
の値は層せん断力換算値．

＊＊柱の解析については，コア
コンクリートのモデルに
NewRCで提案されたコン
ファインドコンクリートと
し，梁の解析についてはモ
デルを e関数とした．鉄筋
のモデルはバイリニアとし
完全弾塑性とした．
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・ポアソン比

せん断弾性剛性を求めるためのポアソン比は，指針
３）

の値を採用し，０.２とする．

・部材の初期剛性

K０＝
１

�
�
�

L３

３・E・Ie

�
�
�
＋
�
�
�

κ・L
G・A

�
�
�

ここで，

K０：初期剛性（N/mm）

E：コンクリートのヤング係数（N/mm２）

Ie：鉄筋を考慮した等価断面二次モーメント（mm
４）

G：コンクリートのせん断弾性係数（N/mm２）

A：断面積（mm２）

κ：形状係数（＝１.２）
L：剛域を考慮した部材長さ（L０＋０.２５D）（mm）

L０：部材の内法寸法（mm）

D：部材せい（mm）

・曲げひび割れモーメント

Mcr＝（σt＋σ０）・Ze

ここで，

Mcr：曲げひび割れモーメント（N・mm）

σt：コンクリートの引張強度（N/mm
２）

σ０：軸応力度（N/mm２）
Ze：鉄筋を考慮した等価断面係数（mm

３）

・降伏点剛性低下率

α y＝
�
�
�
０.０４３＋１.６４・n・pt＋０.０４３・

�
�
�

a
D

�
�
�
＋０.３３・η０

�
�
�
・
�
�
�

a
D

�
�
�

２

ここで，

α y：降伏点剛性低下率

n：ヤング係数比

pt：引張鉄筋比

a：シアスパン比

η０：長期軸力に対応する軸力比

§５．おわりに

超高強度コンクリート１００N/mm２および高強度鉄筋

を用いた試験体に対し，柱部材および柱梁接合部の構造

実験を行い，以下の知見を得た．

１）柱部材の曲げせん断実験では，せん断補強筋比の違

いによる破壊性状の検討を行い，せん断余裕度１.３

程度であればR＝±５／１００まで安定した変形性能

を示した．

２）柱梁接合部の実験おいて，試設計建物を想定した試

験体 J１および J２は，R＝±５／１００まで最大耐力

の低下がほとんど見られず，安定した変形性能を示

した．

３）既存の耐力式（日本建築センターの多段配筋略算式，

ACI のストレスブロック法および断面分割法）は，

柱試験体および柱梁接合部試験体の最大耐力を精度

よく推定していることを確認した．

４）柱梁接合部実験の層せん断力－層間変形角関係にお

いて，各設計式で求めたトリリニアカーブは，十字

形およびト形試験体のスケルトンカーブと良好な一

致を示した．
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